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第40回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 　 結 　 注 　 記 　 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 　 別 　 注 　 記 　 表
（2018年8月21日から2019年8月31日まで）

株式会社ライトオン
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」、
「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等
変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社
定款第14条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載することに
より株主の皆様に提供しております。

表紙
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役会は会社及び子会社の業務執行が適正に行われるようにするため、内部統制シ
ステムの構築と会社及び子会社による法令及び定款遵守の体制の確立に努める。また、
監査役はこの内部統制システムの有効性と機能を監査し、問題点の有無を取締役会に報
告する。取締役会は、問題点の把握と改善を行う。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、「文書管理規程」に基づ

き、適切な方法・期間で保管し、閲覧可能な状態を維持する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理体制の所管部を管理本部とし、管理本部は、緊急時の連絡体制や行動指針

を定めるとともに、企業経営において損失が発生するようなリスク情報については、管
理本部に集約され、リスクに対して適切かつ迅速に対応できる体制を整える。また緊急
時においては、リスク回避策及びリスク対応策を策定する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
定例取締役会を毎月開催するとともに必要に応じて適宜取締役会を開催し、取締役会

には監査役が出席して意見を述べるほか、取締役の業務執行の妥当性、効率性を検証す
るなどの経営監視を行う。

⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
業務部門から独立した内部監査室を設置し、使用人の業務執行状況の監査を行う。ま

た取締役及び使用人がコンプライアンス違反行為等を認知し、それを通報又は告発して
も、当該取締役及び使用人に不利益な扱いを行わない旨等の規程を整備し、社内不正行
為の未然防止や早期発見を的確に行うため、全役職員に周知徹底を図る。

⑥会社及び子会社における業務の適正を確保するための体制
会社と子会社とで毎週開催される電話会議において、全般的な業務執行に関する事項

やリスク管理について報告等がなされ、毎月１回開催される経営会議において、重要な
決定事項について協議することで、機動的・効率的な業務執行を行う。

経営会議には、会社の海外担当役員、子会社の取締役等、業務を執行する使用人のほ
か、監査役が出席することで、子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定
款に適合することを確保する。

－ 1 －

業務の適正を確保するための体制
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⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と
協議のうえ、監査役を補助すべき使用人を指名することができる。監査役が指定する補
助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に委譲されたものとし、取締
役の指揮命令は受けないものとする。

⑧監査役を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項

監査役を補助すべき使用人の任命・異動・人事権に係る事項の決定には、常勤監査役
の事前の同意を得るものとする。また監査役を補助すべき使用人の人事考課は、監査役
が行う。

監査役の職務を補助する使用人は、他部署の使用人を兼務せず、もっぱら監査役の指
揮命令に従うものとする。

⑨取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制、報告したことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

代表取締役及び担当取締役は、監査役の出席する取締役会等の重要な会議において、
業務の執行状況及び経営に大きな影響を及ぼす重要課題の報告を行う。

また取締役、使用人は、監査役が報告を求めた場合は、迅速かつ適切に監査役に報告
を行う。

上記の監査役への報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取
り扱いをすることを禁止する。

⑩監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の処理については、

当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は
債務を処理する。

⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、取締役会・経営会議等のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況

を把握するため、必要に応じ重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務
執行に関する文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその説明を求めることが
できる。また会計監査人及び内部監査室とは相互に連携を図り、各監査の実効性の確保
に努める。

－ 2 －

業務の適正を確保するための体制
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⑫財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制
財務報告の適正性と信頼性を確保するため、必要な体制を内部監査室に設置する。内

部監査室は、財務報告に係るプロセスの統制が有効に機能しているかを定期的に評価し、
その評価結果を代表取締役に報告する。

⑬反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその体制
当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係を含めた一切

の関係を遮断し、不当要求には応じず、裏取引や資金提供は一切行わないものとする。
反社会的勢力に対しては、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機

関と連携のうえ、法的に対応する。
反社会的勢力への対応については、組織全体として対応し、対応する従業員の安全を

確保する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①コンプライアンス

「コンプライアンス規程」に基づき、従業員に対し、社内研修や会議体を通じて、コ
ンプライアンスに関する教育を実施することで、法令及び定款を遵守するための取組み
を継続的に行っております。また、「内部通報制度規程」に定める内部通報の制度につ
いても、従業員に対する周知を継続的に行っております。

②リスクマネジメント
「リスク管理マニュアル」に基づき、リスク回避及びリスク低減に努めました。また、

「非常時対応マニュアル」を整備し、災害時の対応などについて、従業員への周知を図
りました。

③内部監査体制
内部監査計画に基づき、業務監査を実施し、業務の適正化に努めました。

④財務報告に係る内部統制
財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を決定し、当該財務報告

に係るプロセスにおける内部統制の有効性評価を実施いたしました。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制
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連結株主資本等変動計算書
( 2018年８月21日から

2019年８月31日まで )
（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2018年８月21日　期首残高 6,195 6,403 19,306 △2,689 29,216
当期変動額
剰余金の配当 △551 △551
親会社株主に帰属する当期純損失 △6,144 △6,144
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 △26 63 37
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △26 △6,695 63 △6,658
2019年８月31日　期末残高 6,195 6,376 12,611 △2,625 22,558

その他の包括利益累計額
新株

予約権
純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

2018年８月21日　期首残高 41 0 10 2 54 90 29,360
当期変動額
剰余金の配当 △551
親会社株主に帰属する当期純損失 △6,144
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 37
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △62 △2 27 △27 △64 2 △62

当期変動額合計 △62 △2 27 △27 △64 2 △6,720
2019年８月31日　期末残高 △21 △1 37 △25 △10 92 22,640

－ 4 －

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社
・主要な連結子会社の名称 台灣萊特昂股份有限公司

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑶　会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ）その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法

ｂ）デリバティブ取引
ｃ）たな卸資産

時価法

・商品 売価還元法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ａ）有形固定資産 定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物につい
ては定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年～39年
構築物 10年～30年

ｂ）無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。
③ 重要な引当金の計上基準

ａ）貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

－ 5 －

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
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ｂ）賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込
額を計上しております。

ｃ）ポイント引当金 販売促進を目的としたメンバーズ制度により会員顧客に付与したポイン
トの将来の使用に備えるため、当連結会計年度末の未使用残高に対して、
将来の使用見込に基づく所要額を計上しております。

⑷　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
ております。

② 退職給付に係る負債の計上基準
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。
ａ）退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
ｂ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定
額法により按分した額を費用処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ
るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

－ 6 －

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
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③ 重要なヘッジ会計の方法
　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を、金利スワップ
について特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用してお
ります。

　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであり
ます。
ａ）ヘッジ手段…為替予約
　　ヘッジ対象…商品輸入による外貨建債権債務及び外貨建予定取引
ｂ）ヘッジ手段…金利スワップ
　　ヘッジ対象…借入金

　ヘッジ方針 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を
行い、また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引
を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

　ヘッジの有効性評価の方法 振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワッ
プについては、有効性の評価を省略しております。

④ 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当
連結会計年度の費用として処理しております。

⑤ その他
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

⑥ 当連結会計年度に関する事項
　決算期の変更に伴い、当連結会計年度に限りましては、2018年８月20日から2019年８月31日まで
の12カ月11日の変則決算となっております。

－ 7 －

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
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２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用」）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年２月16日）」等を当連結会
計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物 30百万円
土地 475百万円

計 506百万円
② 担保に係る債務

長期借入金 1,920百万円
（１年内返済予定の長期借入金を含む）

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 22,397百万円

⑶　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。
当該契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額 5,900百万円
借入実行残高 －百万円

差引額 5,900百万円

－ 8 －
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４．連結損益計算書に関する注記
⑴　減損損失

当社グループは以下の減損損失を計上しております。

日本国内

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

本社 遊休資産 その他 1

北海道地区 店舗
８店舗 建物及び構築物等 63

東北地区 店舗
14店舗 建物及び構築物等 131

関東地区 店舗
51店舗 建物及び構築物等 880

中部地区 店舗
34店舗 建物及び構築物等 796

近畿地区 店舗
40店舗 建物及び構築物等 772

中国地区 店舗
13店舗 建物及び構築物等 177

四国地区 店舗
10店舗 建物及び構築物等 183

九州地区 店舗
12店舗 建物及び構築物等 131

沖縄地区 店舗
３店舗 建物及び構築物等 35

海外 台湾 店舗
３店舗 建物及び構築物等 159

合　　計 3,332

資産のグルーピングは、主として店舗単位としております。ただし、本社資産等については、独立したキャ
ッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。このうち、閉店を決定した店舗及び営業活
動から生ずる損益が継続してマイナスの店舗については、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、また本社の電
話加入権については１円まで減額したことにより、減損損失3,332百万円（建物及び構築物2,748百万円、そ
の他583百万円）を計上いたしました。なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいず
れか高い価額によっております。正味売却価額は、実質的な処分価値を踏まえ、ゼロとしております。また、
使用価値の算定の際に適用した割引率は6.48％を用いております。

－ 9 －
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 29,631,500株

⑵　剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

2018年10月２日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項

⑴　配当金の総額 275百万円
⑵　１株当たり配当額 10円
⑶　基準日 2018年８月20日
⑷　効力発生日 2018年11月19日

2019年４月２日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項

⑴　配当金の総額 275百万円
⑵　１株当たり配当額 10円
⑶　基準日 2019年２月20日
⑷　効力発生日 2019年５月８日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
該当事項はありません。

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
2015年

（第８回）
ストック･オプション

2017年
（第９回）

ストック･オプション
（注）

2018年
（第10回）

ストック･オプション
（注）

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 169,700株 91,000株 98,000株
新株予約権の残高 74百万円 12百万円 ４百万円

（注）2017年（第９回）ストック・オプション及び2018年（第10回）ストック・オプションは権利行使期
間の初日が到来しておりません。

－ 10 －
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また必要な資金については、主に

銀行借入れや社債発行により調達しております。デリバティブは、外貨建債権債務に係る為替相場の
変動リスクを回避するため及び借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行
わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金及び未収入金は、取引先等の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、取引先の信用状況を監視するとともに、取引先ごとの債権残高を随時把握することによっ
てリスクの軽減を図っております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ますが、定期的に時価や発行会社の財務状況等を監視し、そのリスク状況を勘案して、保有状況を継
続的に見直すことで、リスクの軽減を図っております。

敷金及び保証金は、建物賃貸借契約等に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。
当該リスクについては、差入先の信用状況を定期的に監視することを通じて、リスクの軽減を図って
おります。

営業債務である買掛金、電子記録債務、未払金は、１年以内の支払期日であります。
長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに

晒されておりますが、このうち長期のものについては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固
定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用
しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしてい
るため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、「⑵金融商品の時価等に関
する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取
引に係る市場リスクを示すものではありません。

－ 11 －

金融商品に関する注記



2019/10/30 10:17:22 / 19558274_株式会社ライトオン_招集通知（Ｆ）

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2019年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）
①現金及び預金 13,542 13,542 －
②受取手形及び売掛金 1,611 1,611 －
③未収入金 1,238 1,238 －
④投資有価証券

その他有価証券 175 175 －
⑤敷金及び保証金

貸倒引当金（※１）
9,777
△15

9,762 9,859 96
資産計 26,331 26,428 96

①支払手形及び買掛金 3,075 3,075 －
②電子記録債務 6,069 6,069 －
③未払金 1,054 1,054 －
④未払法人税等 221 221 －
⑤長期借入金（※２） 8,630 8,627 △2

負債計 19,050 19,047 △2
デリバティブ取引（※３） （△2） （△2） －

※１．敷金及び保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
※２．１年内返済予定の長期借入金を含めております。
※３．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については（　）で示しております。

注１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

④投資有価証券その他有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、返還予定時期に基づき、合理的に見積った将来キャッシュ・フローをその期間
に応じた無リスクの利率で割り引いた現在価値から、信用リスクを考慮した貸倒見積額を控除した額によ
っております。

－ 12 －
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負債
①支払手形及び買掛金、②電子記録債務、③未払金、④未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

⑤長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、
当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理
的に見積られる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
「９.デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。

注２．金銭債権の決算日後の償還予定額
１年以内

（百万円）
１年超５年以内

（百万円）
５年超10年以内

（百万円）
10年超

（百万円）
現金及び預金 13,542 － － －
売掛金及び受取手形 1,611 － － －
未収入金 1,238 － － －
敷金及び保証金 2,714 6,009 1,051 2
合計 19,106 6,009 1,051 2

注３．長期借入金の決算日後の返済予定額

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内

（百万円）

３年超
４年以内

（百万円）

４年超
５年以内

（百万円）
５年超

（百万円）

長期借入金 3,290 3,020 1,800 520 － －
合計 3,290 3,020 1,800 520 － －

－ 13 －
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７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 817円53銭
１株当たり当期純損失 222円84銭

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎
親会社株主に帰属する当期純損失 6,144百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失 6,144百万円
普通株式の期中平均株式数 27,571,413株

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

９．デリバティブ取引に関する注記
⑴　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主な

ヘッジ対象
契約額等

（百万円）
契約額等

のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

為替予約
の振当処理

為替予約取引
買建
米ドル 買掛金 212 － △2

（注）時価の算定方法
取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

金利関連

ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主な

ヘッジ対象
契約額等

（百万円）
契約額等

のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定 長期借入金 1,400 600 －

（注）１．時価の算定方法
取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され
ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

－ 14 －
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10．退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

当社は、退職給付制度について規約型確定給付企業年金制度を採用しております。

⑵　確定給付制度
①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,424百万円
勤務費用 188百万円
利息費用 4百万円
数理計算上の差異の発生額 36百万円
退職給付の支払額 △81百万円

退職給付債務の期末残高 1,572百万円

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 1,745百万円

期待運用収益 17百万円
数理計算上の差異の発生額 10百万円
事業主からの拠出額 159百万円
退職給付の支払額 △81百万円

年金資産の期末残高 1,852百万円

③退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された
退職給付係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 △1,572百万円
年金資産 1,852百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 279百万円

退職給付に係る資産 279百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 279百万円

④退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 188百万円
利息費用 4百万円
期待運用収益 △17百万円
数理計算上の差異の費用処理額 △13百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 161百万円

－ 15 －
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⑤退職給付にかかる調整額（税効果控除前） △39百万円

⑥退職給付にかかる調整累計額（税効果控除前） △36百万円

⑦年金資産に関する事項
ａ）年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
一般勘定 69％
債券 24％
株式 4％
現金及び預金 1％
その他 2％

合　計 100％

ｂ）長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産

を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑧数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度における主要な数理計算上の計算基礎
割引率　0.0％
長期期待運用収益率　1.0％
予想昇給率　2.5％

⑶　確定拠出制度
該当事項はありません。

－ 16 －
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11．ストック・オプションに関する注記
⑴　費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　給与手当 17百万円

⑵　権利不行使による失効により利益として計上した金額
新株予約権戻入益 5百万円

⑶　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
① ストック・オプションの内容

2011年
（第７回）

ストック・オプション

2015年
（第８回）

ストック・オプション

2017年
（第９回）

ストック・オプション

2018年
（第10回）

ストック・オプション
付与対象者の
区分及び人数 当社従業員  ８名 当社従業員 226名 当社取締役 ２名

当社従業員 11名
当社取締役 ２名
当社従業員 17名

株式の種類及
びストック・オ
プションの数
（注）

普通株式 100,000株 普通株式 199,500株 普通株式 120,000株 普通株式 98,000株

付与日 2011年11月24日 2015年11月24日 2017年11月24日 2018年11月16日
権利確定条件 該当はありません 該当はありません 該当はありません 該当はありません

対象勤務期間 対象勤務期間の定め
はありません

対象勤務期間の定め
はありません

対象勤務期間の定め
はありません

対象勤務期間の定め
はありません

権利行使期間 自2013年11月25日
至2018年11月22日

自2018年11月25日
至2025年11月18日

自2020年11月25日
至2027年11月16日

自2021年11月23日
至2028年11月15日

（注）株式数に換算して記載しております。

－ 17 －
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② ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい
ては、株式数に換算して記載しております。
ａ）ストック・オプションの数

2011年
（第７回）

ストック・オプション

2015年
（第８回）

ストック・オプション

2017年
（第９回）

ストック・オプション

2018年
（第10回）

ストック・オプション
権利確定前（株）

当連結会計年度期首 － 184,600 120,000 －
付与 － － － 98,000
失効 － 3,000 29,000 －
権利確定 － 181,600 － －
未確定残 － － 91,000 98,000

権利確定後（株）
当連結会計年度期首 50,000 － － －
権利確定 － 181,600 － －
権利行使 50,000 － － －
失効 － 11,900 － －
未行使残 － 169,700 － －

ｂ）単価情報
2011年

（第７回）
ストック・オプション

2015年
（第８回）

ストック・オプション

2017年
（第９回）

ストック・オプション

2018年
（第10回）

ストック・オプション
権利行使価格
（円） 541 1,524 920 927

行使時平均株価
（円） 981 － － －

付与日における公
正な評価単価（円） 202 439 204 188

－ 18 －

ストック・オプションに関する注記



2019/10/30 10:17:22 / 19558274_株式会社ライトオン_招集通知（Ｆ）

⑷　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与された2018年（第10回）ストック・オプションについての公正な評

価単価の見積方法は以下のとおりであります。
① 使用した評価技法　　ブラック・ショールズ方式
② 主な基礎数値及び見積方法

2018年（第10回）ストック・オプション
株価変動性（注）１                           28.38％
予想残存期間（注）２                             6.5年
予想配当（注）３                          20円／株
無リスク利子率（注）４                         △0.067％

（注）１．6.5年（2012年５月から2018年11月まで）の株価実績に基づき算定しております。
２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点にお

いて行使されるものと推定して見積っております。
３．2018年８月期の配当実績によっております。
４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

⑸　ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。

12．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

⑴　当該資産除去債務の概要
不動産賃貸借契約に基づく賃貸期間終了時における原状回復義務等であります。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を不動産賃貸借契約期間等と見積り、割引率は当該契約年数等に応じた国債の利回りを

参考に0.0％～2.2％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

⑶　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 2,607百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 122百万円
時の経過による調整額 6百万円
資産除去債務の履行による減少額 △168百万円
その他増減額（△は減少） △0百万円
期末残高 2,566百万円

－ 19 －
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株主資本等変動計算書
( 2018年８月21日から

2019年８月31日まで )
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰 越
利 益
剰 余 金

2018年８月21日　期首残高 6,195 1,481 4,921 6,403 78 4,000 15,235 19,313 △2,689 29,223
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △551 △551 △551
当 期 純 損 失 △6,110 △6,110 △6,110
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 △26 △26 63 37
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － △26 △26 － － △6,661 △6,661 63 △6,624
2019年８月31日　期末残高 6,195 1,481 4,894 6,376 78 4,000 8,573 12,651 △2,625 22,598

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株
予 約 権

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証
券 評 価
差 額 金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

2018年８月21日　期首残高 41 0 42 90 29,355
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △551
当 期 純 損 失 △6,110
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 37
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △62 △2 △65 2 △63

当 期 変 動 額 合 計 △62 △2 △65 2 △6,687
2019年８月31日　期末残高 △21 △1 △23 92 22,667

－ 20 －

株主資本等変動計算書



2019/10/30 10:17:22 / 19558274_株式会社ライトオン_招集通知（Ｆ）

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
② デリバティブ取引 時価法
③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品 売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物に
ついては定額法）

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物 ３～39年
構築物 10～30年

② 無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

⑶　引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を
計上しております。

③ ポイント引当金 販売促進を目的としたメンバーズ制度により会員顧客に付与したポイ
ントの将来の使用に備えるため、当事業年度末の未使用残高に対して、将
来の使用見込に基づく所要額を計上しております。

－ 21 －
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④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認め
られる額を計上しております。
ａ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
ｂ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法により按分した額を費用処理することと
しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジに
ついて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を、金利スワップ
について特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用してお
ります。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであり
ます。
ａ．ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：商品輸入による外貨建債権債務及び外貨建予定取引
ｂ．ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金
ヘッジ方針 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を

行い、また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引
を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

ヘッジの有効性評価の方法 振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワッ
プについては、有効性の評価を省略しております。

② 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当
事業年度の費用として処理しております。

－ 22 －
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③ その他
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

④ 当事業年度に関する事項
　決算期の変更に伴い、当事業年度に限りましては、2018年８月20日から2019年８月31日までの12
カ月11日の変則決算となっております。

－ 23 －
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２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用」）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年２月16日）」等を当事業年
度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示しております。

また、６．税効果会計注記において、税効果会計基準一部改正第３項から第５項に定める「税効果会計に係
る会計基準」注解（注８）（評価性引当額の合計額を除く。）及び同注解（注９）に記載された内容を追加し
ております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物 30百万円
土地 475百万円

計 506百万円
② 担保に係る債務

長期借入金 1,920百万円
（１年内返済予定の長期借入金を含む）

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 22,353百万円

⑶　関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 772百万円

⑷　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。当該契約
に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額 5,900百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 5,900百万円

－ 24 －
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４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

営業取引高 31百万円
営業外取引高 3百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式
普通株式 29,631,500 － － 29,631,500

合計 29,631,500 － － 29,631,500
自己株式
普通株式 2,101,141 105 50,000 2,051,246

合計 2,101,141 105 50,000 2,051,246
（注）１．自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　２．自己株式数の減少は、ストック･オプションの行使によるものであります。

－ 25 －
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６．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 35百万円
賞与引当金 150百万円
未払事業所税 22百万円
法定福利費 70百万円
ポイント引当金 43百万円
貸倒引当金 165百万円
減価償却超過額 48百万円
減損損失 1,076百万円
未払役員退職慰労金 26百万円
資産除去債務 779百万円
関係会社株式評価損 30百万円
繰越欠損金 2,018百万円
その他 136百万円
繰延税金資産小計 4,604百万円
税務上の繰越欠損金にかかる評価性引当額（注） △1,967百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,057百万円
評価性引当額小計 △4,024百万円
繰延税金資産合計 579百万円
繰延税金負債
前払年金費用 △96百万円
資産除去債務に対応する有形固定資産 △86百万円
繰延税金負債合計 △183百万円
繰延税金資産の純額 396百万円

－ 26 －
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（注）税務上の繰越欠損金額及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内

（百万円）

３年超
４年以内

（百万円）
税務上の繰越欠損金
（※１） － － － －
評価性引当額 － － － －
繰延税金資産 － － － －

４年超
５年以内

（百万円）
５年超

（百万円）
合計

（百万円）
税務上の繰越欠損金
（※１） － 2,018 2,018
評価性引当額 － △1,967 △1,967
繰延税金資産 － 51 （※2）51

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
（※２）税務上の繰越欠損金2,018百万円（法定実効税率を乗じた金額）について、繰延税金資産51百万円

を計上しております。当該税務上の繰越欠損金については将来の課税所得の見込み等により、回収
可能と判断した部分については評価性引当額を認識しておりません。

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 －％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 －％
住民税均等割額 －％
評価性引当額の増減額 －％
その他 －％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 －％

（注）当事業年度は、税引前当期純損失のため、記載を省略しております。

－ 27 －
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７．関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 台灣萊特昂
股份有限公司

所有
直接100％

役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
（注１） 198

関係会社
短期貸付金
（注２）

743

受取利息 3 未収入金 1
（注）１．貸付金利については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。

　２．資金の貸付については、505百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当連結会計年度にお
いては253百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 818円54銭
１株当たり当期純損失 221円63銭

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎
当期純損失 6,110百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
普通株式に係る当期純損失 6,110百万円
普通株式の期中平均株式数 27,571,413株

９．後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 28 －
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